
  

 

 

障害福祉分野に係る事業分野別指針の一部を改正する件（案）について 

（概要） 

  

１．改正の趣旨 

中小企業の事業承継の促進のための中小企業における経営の承継の円滑化に関する法

律等の一部を改正する法律（令和２年法律第 58 号。以下「改正法」という。）の施行及

び中小企業等の経営強化に関する基本方針の一部を改正する告示（令和２年総務省、厚

生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省告示第○号。（Ｐ）以下「改正告示」と

いう。）の適用に伴い、障害福祉分野に係る事業分野別指針（平成 28 年厚生労働省告示

第 283 号。以下「障害指針」という。）の一部を改正する。 

 

２．改正の内容 

改正告示による中小企業等の経営強化に関する基本方針（平成 17 年総務省、厚生労働

省、農林水産省、経済産業省、国土交通省告示第２号。以下「基本指針」という。）の改

正内容を踏まえ、障害指針第３の１「経営力向上において実施すべき事項」に、健康経

営、人事評価及びデジタル化に関する事項を追加するよう、所要の改正を行う。 

また、障害指針第１「基本認識」のうち、障害福祉サービス等の事業所数等を最新の

情報に更新するとともに、中小企業等経営強化法（平成 11 年法律第 18 号）及び基本指

針の規定を引用している条文について、条項ずれの手当てを行う。 

 

３．根拠法令 

改正法の規定による改正後の中小企業等経営強化法第 16 条第１項及び第３項 

 

４．告示日等 

告 示 日：令和２年９月下旬（予定） 

適用期日：中小企業の事業承継の促進のための中小企業における経営の承継の円滑化

に関する法律等の一部を改正する法律の施行の日（令和２年 10 月１日）

（予定） 

 


